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企業行動規範に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（望ましい投資単位の水準への移行及び維持に

係る努力等） 

（望ましい投資単位の水準への移行及び維持に

係る努力等） 

第１５条 上場会社（上場外国会社を除く。）は、

上場株券の投資単位が５０万円未満となるよ

う、当該水準への移行又はその維持に努めるも

のとする。 

第１５条 上場会社（上場外国会社を除く。）は、

上場株券の投資単位が５万円以上５０万円未

満となるよう、当該水準への移行又はその維持

に努めるものとする。 

  

 （売買単位の統一に向けた努力） 

第１６条 削除 第１６条 上場会社（上場外国会社を除く。）は、

上場株券の単元株式数を１００株とするよう

努めるものとする。 

  

付  則  

この改正規定は、令和５年１０月３１日から施

行する。 
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優先株に関する有価証券上場規程の特例の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（上場廃止基準） （上場廃止基準） 

第４条 （略） 第４条 （略） 

 （１）・（２） （略）  （１）・（２） （略） 

２ 優先株の上場銘柄が次の各号（上場優先株の

発行者が所定の期限の到来により当該上場優

先株の取得を行う旨又は取得を行うことがで

きる旨の定めがある場合（本所が適当と認める

場合に限る。）にあっては、第４号を除く。）

のいずれかに該当する場合には、当該銘柄の上

場を廃止する。 

２ 優先株の上場銘柄が次の各号のいずれかに

該当する場合には、当該銘柄の上場を廃止す

る。 

（１）～（５） （略）  （１）～（５） （略） 

 （６） 上場優先株の発行者が優先株の譲渡に

つき制限を行うこととした場合。ただし、特

別の法律の規定に基づき優先株の譲渡に関

して制限を行う場合であって、かつ、その内

容が本所の市場における売買を阻害しない

ものと認められるときは、この限りでない。 

 （６） 優先株の譲渡につき制限を行うことと

した場合。ただし、特別の法律の規定に基づ

き優先株の譲渡に関して制限を行う場合で

あって、かつ、その内容が本所の市場におけ

る売買を阻害しないものと認められるとき

は、この限りでない。 

 （７） 上場優先株の発行者が当該銘柄に係る

株式の全部を取得する場合 

 （新設）  

 （８） （略）  （７） （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

付  則  

この改正規定は、令和５年１０月３１日から施

行する。 
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有価証券上場規程に関する取扱い要領の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

７．第３条（新規上場申請手続）第９項関係 ７．第３条（新規上場申請手続）第９項関係 

第９項に規定する「本所が定める財務計算に関

する書類」とは、次の（１）から（５）までに

掲げる書類をいい、当該（１）から（５）まで

に定める書面を添付するものとする。 

第９項に規定する「本所が定める財務計算に関

する書類」とは、次の（１）から（５）までに

掲げる書類をいい、当該（１）から（５）まで

に定める書面を添付するものとする。 

 （１） ２．（１）ｄ の（ａ）に規定する書類  （１） ２．（１）ｄ の（ａ）に規定する書類 

法第１９３条の２の規定に準じた監査に基

づく監査報告書。ただし、本所が適当と認め

る場合には、日本公認会計士協会が定める

「東京証券取引所の有価証券上場規程に定

める組織再編主体会社の財務諸表等に対す

るレビュー業務に関する実務指針」その他の

合理的と認められる基準に準拠した手続に

基づく財務数値等に係る意見又は結論を記

載した書面 

法第１９３条の２の規定に準じた監査に基

づく監査報告書。ただし、本所が適当と認め

る場合には、日本公認会計士協会が定める

「東京証券取引所の有価証券上場規程に定

める被合併会社等の財務諸表等に対するレ

ビュー業務に関する実務指針」その他の合理

的と認められる基準に準拠した手続に基づ

く財務数値等に係る意見又は結論を記載し

た書面 

 （２） （略）  （２） （略） 

  

１１．の３ 第７条の４（上場申請のための有価

証券報告書等の適正性に関する確認書）関係 

１１．の３ 第７条の４（上場申請のための有価

証券報告書等の適正性に関する確認書）関係 

（１） 第７条の４に規定する「本所が定める

部分」とは、「上場申請のための有価証券報

告書」のうちⅠの部をいうものとする。 

（１） 第２号に規定する「本所が定める部分」

とは、「上場申請のための有価証券報告書」

のうちⅠの部をいうものとする。 

 （２） 第７条の４に規定する「理由」の記載

に当たっては、同号に規定する書類の作成に

関して新規上場申請者の代表者が確認した

内容を記載するものとする。 

 （２） 第２号に規定する「理由」の記載に当

たっては、同号に規定する書類の作成に関し

て新規上場申請者の代表者が確認した内容

を記載するものとする。 

  

付  則  

この改正規定は、令和５年１０月３１日から施

行する。 
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優先株に関する有価証券上場規程の特例の取扱いの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

２．第４条（上場廃止基準）関係 ２．第４条（上場廃止基準）関係 

 （１） （略）  （１） （略） 

（削る）  （２） 優先株の全部が発行者に取得されたと

きは、第４条第２項第３号に規定する「存続

期間が満了となる」ものとして取り扱う。 

（２） （略）  （３） （略） 

（３） （略）  （４） （略） 

（４） （略）  （５） （略） 

（５） 株券上場廃止基準の取扱い１．（１６）

の規定は、第４条第２項第７号の場合につい

て準用する。 

 （新設） 

  

付  則  

この改正規定は、令和５年１０月３１日から施

行する。 
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